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（１）新地方公会計制度導入の目的 

 現在の市町村など地方公共団体の会計制度は、地方自治法等の法令により、その調整方

法や処理方法が規定されています。これらは、民間企業で採用されている「発生主義会計」

に対して、「現金主義会計」と呼ばれ、現金の収入と支出の記録に重点を置いたものとなっ

ています。 

 しかし、現金主義会計だけでは、地方公共団体の資産や債務の実態をつかみにくいこと

から、発生主義的な考え方を取り入れた決算資料の作成が求められていました。 

 国においては、平成 18年 6月に成立した「行政改革推進法」を契機に、地方の資産・債

務改革の一環としての「新地方公会計制度の整備」が位置付けられました。これにより「新

地方公会計制度研究会報告書（平成 18年 5月総務省）」で作成モデルが示され、さらに「今

後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書（平成 26 年 4 月総務省）」により、統一的

な基準で財務書類等を作成するよう要請がされました。  

こうした状況を踏まえ、置戸町では、財務諸表の信頼性・検証可能性などを考慮した結

果、平成 21 年度決算から基準モデル、平成 26 年度決算から統一的な基準で財務書類を作

成しました。 

 

（２）官庁会計と公会計の違い 

 地方公共団体の会計は、単式簿記・現金主義によるもので、「現金」という１つの科目の

収支のみを記録するものですが、一方、新地方公会計制度による財務書類では、現金の収

支に関わらず、１つの取引について、それを原因と結果の両方からとらえ、二面的に記録

することにより、資産の動きや行政サービスの提供に必要なコストを把握することができ

ることになります。 

 

（３）企業会計と公会計の違い 

 新地方公会計制度は、自治体にも企業会計の手法を取り入れるものですが、企業会計と

は、そもそもの目的が異なります。企業の目的は利益獲得であるため、例えば、企業会計

の損益計算書は、対応する費用と収益を差引いて適切に期間損益を計算し企業経営に資す

ることを目的としています。 

 これに対し、地方公共団体は利益の獲得を目的としませんので、行政コスト計算書の経

常費用と経常収益などの差引きで表される「純行政コスト」は、損益の概念ではなく、町

税や地方交付税などの財源で賄うべきコストを表すことになります。 

財務書類の必要性      1 

財務書類４表作成にあたって 
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（１）対象とする会計の範囲 

 置戸町の財政は、一つの財布の中でやり繰りしているのではなく、いくつかの財布に分

けてやり繰りをしています。そして、それぞれの財布を「会計」と呼んでいます。町で行

う事業の中には、別に財布を設けて出し入れをした方が合理的なものがあり、これを「○

○特別会計」と呼んで一般会計と分けています。 

 また、置戸町単独で行うことが難しい事業に関しては、近隣や全道の自治体と一部事務

組合などを作り、それぞれの自治体の負担により行っています。 

 このことから、特別会計や一部事務組合などの財務内容も含めたものが、置戸町の財政

の全体像を示すことになります。 

 そこで、置戸町では、財務書類４表をそれぞれ一般会計等、全体会計（一般会計等、特

別会計）、連結会計（全体会計、一部事務組合など）で作成しています。 

 

■対象とする会計の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）作成基準日 

 平成30年度財務書類の作成基準日は、会計年度の最終日である平成31年 3月31日とし、

出納整理期間における取引は、3月 31日までに処理したものとしています。 

 

財務書類の作成条件      2 

特別会計 

 

一般会計等 …一般会計 
 

…国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保

険事業特別会計、介護サービス事業特別会計、簡易水道特

別会計、下水道特別会計 

全 体 

連 結 

一部事務組合など …北見地区消防組合、北海道市町村備荒資金組合 

北海道後期高齢者医療広域連合など 
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（１）貸借対照表（バランスシート：B/S） 

 地方公共団体の決算書は、１年間にどのような収入があり、何にいくら支出したかを明

らかにしますが、現在の資産や負債がどれだけあるのかは分かりにくいものとなっていま

す。 

貸借対照表は、資産の状況とその資産を形成するための財源がどのように調達されたの

かを明らかにします。表の左側（借方）に町が保有する土地や建物などの「資産」を示し、

右側（貸方）にその資産を形成することによって将来世代が負担する「負債」と、これま

での世代が既に負担した「純資産」が会計年度の最終日においていくらあるのかが示され

ます。 

 

①資産 

土地、建物、道路など将来の世代に引継ぐ社会資本や、資金や基金などの将来現金化す

ることが可能な財産 

②負債 

町債や退職手当引当金など将来の世代の負担となるもの 

③純資産 

過去の世代や国・道が負担した将来返済しなくてよい財産 

 

■貸借対照表（B/S）の概略図 

 

借方（かりかた） 貸方（かしかた） 

資産 
 

負債 
 

純資産 
 

 

「資産」＝「負債」＋「純資産」 
借方と貸方が均衡（バランス）します 

 

 

財務書類４表の種類      3 
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（２）行政コスト計算書（P/L） 

 行政コスト計算書は、１年間の行政運営を行う中で、福祉サービスやごみの収集にかか

る経費など、資産形成につながらない人件費や物件費などの行政サービスに要するコスト

（経常費用、臨時損失）に区分したものと、行政サービスの対価として徴収する使用料及

び手数料など（経常収益、臨時利益）を対応させて表示したものです。 

 行政コスト計算書は、企業会計でいう損益計算書にあたるものですが、公会計では、損

益をみることが目的ではなく、町民のみなさんに提供する行政サービスの費用を明らかに

するものです。 

 経常費用と臨時損失の合計から経常収益と臨時利益の合計を差引いたものが、当該年度

の純行政コストになります。 

 

①経常費用 

人件費（職員給与や議員報酬など）、物件費（少額の備品や消耗品、燃料費など）など行

政サービスに要する費用です。従来の現金主義会計では、捕捉できなかった減価償却費

や賞与引当金など現金支出を伴わない費用についても計上します。 

 

②経常収益 

使用料及び手数料など行政サービスの対価として徴収した収入です。 

 

③臨時損失 

災害復旧事業費や資産売却に係る損失など臨時に発生した費用です。 

 

④臨時利益 

資産売却に係る利益など臨時に発生した収益です。 

 

⑤純行政コスト 

経常費用と臨時損失の合計と経常収益と臨時利益の合計の差引きです。 

 

■行政コスト計算書（P/L）の概略図 

 

借方（かりかた） 貸方（かしかた） 

経常費用 
臨時損失 

経常収益 
臨時利益 

純行政コスト 
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（３）純資産変動計算書（ＮＷ） 

 純資産変動計算書は、純資産（過去の世代や国・道が負担した将来返済しなくてよい財

産）が年度中にどのように増減したかを表示したものです。 

 純資産の減少は、現役世代が将来世代にとって利用可能であった資源を費消して便益を

享受する一方で、将来世代にその分の負担が先送りされたことを意味します。逆に純資産

の増加は、現役世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意

味し、将来世代の負担は軽減されたこととなります。 

 

①純行政コスト 

行政コスト計算書の純行政コストと一致します。 

 

②財源 

財源をどのような収入（町税、地方交付税、国庫支出金など）で調達したかを表します。 

 

③固定資産等の変動（内部変動） 

財源を将来世代も利用可能な固定資産、貸付金や基金などにどの程度使ったかを表しま

す。 

 

【有形固定資産等の増加、減少】 

当該年度に土地、建物、道路などの社会資本を取得した額と過去に取得した社会資本の

経年劣化等に伴う減少額（減価償却費など）を表します。 

 

【貸付金・基金等の増加、減少】 

当該年度の貸付金、基金、出資金などの増減を表します。 

 

④資産評価差額の変動 

当該年度に発生した固定資産や金融資産の評価益や評価損を表します。 

 

⑤無償所管換等 

無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額などを表します。 

 

（４）資金収支計算書（キャュシュ・フロー計算書：C/F） 

 １年間の資金の増減を①業務活動収支､②投資活動収支､③財務活動収支に区分し残高を

表示したもので､どのような活動に資金が必要であったかを表示したものです｡ 

 

①業務活動収支 

行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出される収支額です。 
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②投資活動収支 

土地、建物、道路などの社会資本や基金、貸付金などの収支額です。 

 

③財務活動収支 

町債などの収支額です。 

 

 

■財務書類４表の相関図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●矢印の金額は、一致します。 

●貸借対照表（B/S） ●行政コスト計算書（P/L） 

●資金収支計算書（C/F） ●純資産変動計算書（NW） 

資産 

 

･･････ 

現金預金 

･･････ 

 

 

負債 

純資産 

経常費用など－経常収益など 

＝ 純行政コスト 

前年度末純資産残高 
－ 

純行政コスト 
＋ 

町税、地方交付税等受入 
± 

固定資産等の変動など 
＝ 

本年度末純資産残高 

 

収入 
－ 
支出 
＝ 

本年度資金収支額 
＋ 

前年度末資金残高 
＝ 

本年度末資金残高 

＋ 

本年度末歳計外現金残高 

＝ 

本年度末現金預金残高 
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（１）一般会計等貸借対照表(平成 31年 3月 31日現在) 

（単位：円）

科目名

【資産の部】

  固定資産 24,104,009,345

    有形固定資産 21,761,600,552

      事業用資産 10,152,206,597

        土地 1,031,411,927

        立木竹 999,494,541

        建物 20,443,182,799

        建物減価償却累計額 -12,684,014,727

        工作物 1,511,657,006

        工作物減価償却累計額 -1,149,524,949

        船舶 -

        船舶減価償却累計額 -

        浮標等 -

        浮標等減価償却累計額 -

        航空機 -

        航空機減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      インフラ資産 11,383,856,682

        土地 208,701,218

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 37,771,651,994

        工作物減価償却累計額 -26,596,496,530

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 721,767,186

      物品減価償却累計額 -496,229,913

    無形固定資産 855,361

      ソフトウェア 855,361

      その他 -

    投資その他の資産 2,341,553,432

      投資及び出資金 116,890,000

        有価証券 1,080,000

金額

 

平成３０年度 置戸町一般会計等 

 
Ⅱ 

一般会計等 貸借対照表(B/S)      1 
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        出資金 115,810,000

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 7,266,010

      長期貸付金 8,390,000

      基金 2,089,473,722

        減債基金 953,503,557

        その他 1,135,970,165

      その他 119,641,543

      徴収不能引当金 -107,843

  流動資産 1,659,991,443

    現金預金 165,197,092

    未収金 1,477,094

    短期貸付金 1,960,000

    基金 1,487,942,023

      財政調整基金 1,187,942,023

      減債基金 300,000,000

    棚卸資産 3,415,234

    その他 -

    徴収不能引当金 -

資産合計 25,764,000,788

【負債の部】

  固定負債 5,467,949,319

    地方債 4,822,495,319

    長期未払金 -

    退職手当引当金 645,454,000

    損失補償等引当金 -

    その他 -

  流動負債 567,324,842

    １年内償還予定地方債 507,595,563

    未払金 242,333

    未払費用 -

    前受金 -

    前受収益 -

    賞与等引当金 46,965,693

    預り金 12,521,253

    その他 -

負債合計 6,035,274,161

【純資産の部】

  固定資産等形成分 25,593,911,368

  余剰分（不足分） -5,865,184,741

純資産合計 19,728,726,627

負債及び純資産合計 25,764,000,788  
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■貸借対照表の説明 

【資産の部】 

① 有形固定資産：217億 6,160 万円 

資産形成のために資本的支出がなされた土地、建物、物品などの事業用資産や、道路、

河川、水道施設などのインフラ資産などのことです。 

 

② 無形固定資産：86万円 

パソコン用ソフトウェアのことです。 

 

③ 投資その他の資産：23億 4,155万円 

保有する有価証券の額面金額、財団法人などの団体に対し出資金や出えん金、基金など

のことです。 

 

④ 現金預金：1億 6,520万円 

現金及び預金の残高です。資金収支計算書の本年度末現金預金残高と一致します。 

 

⑤ 未収金：148万円  

税金や、既に財・サービスを提供しているが、未だ対価の支払いを受けていない本年度

の金額です。 

 

⑥ 短期貸付金：196万円 

長期貸付金の令和元年度償還見込額です。 

 

⑦ 基金（流動資産）：14億 8,794万円 

財政調整基金及び減債基金（令和元年度繰入見込額）の残高です。 

 

⑧ 棚卸資産：342万円 

売却を目的として保有している資産や、無償に分配する資産などです。 

 

 

【負債の部】 

① 地方債：48億 2,250万円 

町債のうち１年超に償還予定の金額です。 

 

② 退職手当引当金：6億 4,545万円 

当該年度末に在職中の職員が全員退職すると仮定した場合の退職金の見積額です。 

 

③ １年内償還予定地方債：5億 760万円 

町債のうち１年以内に償還予定の金額です｡ 
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④ 未払金:24万円 

基準日時点までに支払い義務発生の原因が生じており、その金額が確定し又は合理的に

見積もることができるものを未払金といい、利子補給を計上しています。 

 

⑤ 賞与引当金：4,697万円 

職員等の賞与を支払うために、当該年度の労務提供に対応する期間の見積額を計上しま

す。次のとおり計算しています。 

 

翌年度６月に支払う期末・勤勉手当支給予定額× 

当該年度支給対象期間（１２月～３月の４ヶ月）／全支給対象期間（１２月～５月の６ヶ月） 

 

⑥ 預り金：1,252万円 

第三者から寄託された資産にかかる見返負債で、町営住宅敷金や職員などの社会保険料

を計上しています。 

 

⑦ その他：0万円 

ＰＦＩ事業の最終処分場に係る令和元年度償還額です。 

 

 

【純資産の部】 

① 純資産：197億 2,873万円 

資産から負債を引いた額で、「固定資産等形成分」「余剰分（不足分）」に区分して表示し

ています。 

 

② 固定資産等形成分：255億 9,391万円 

資産形成のために充当した資源の蓄積をいいます。 

 

③ 余剰分（不足分）：▲58億 6,518万円 

費消可能な資源の蓄積をいいます。 
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■平成 30年度置戸町一般会計等貸借対照表の概略 

借方（かりかた） 貸方（かしかた） 

資産 258億円(897万円) 

（100％） 

負債 61億円(210万円) 

（将来負担 23％） 

純資産 197億円(687万円) 

（これまでの世代負担 77％） 

※( )内は、住民 1人当たりの金額 

(人口：平成 31年 3月 31日現在住民基本台帳人口 2,872人) 

 

 総資産に占める純資産の割合が高ければ、現役世代を含む町民のみなさんが負担した税

収、国や道からの補助金等で現在の資産の多くを形成したことになりますが、総資産に占

める負債の割合が高ければ、将来世代に負担を先送りすることになり、世代間負担の公平

性が重要です。 

 

（２）一般会計等貸借対照表から分かること 

 置戸町では、これまでに 257億 6,400万円の資産を形成してきました。 

そのうち、純資産である 197 億 2,873 万円（77％）については、過去の世代や国・道の

負担で既に支払いが済んでおり、負債である 60億 3,527万円（23％）については、将来の

世代が負担していくことになります。資産が負債の 4.3 倍もあることから町の財政の健全

性が確保されているといえます。 

資産の中で大きな割合を占めるのが、道路や河川などのインフラ資産であり、44.2％を

占め、土地や建物などの事業用資産は、資産全体の 39.4％となっています。 

一方、負債の中では、公債(町債)が総負債の 88.3％を占めており、大きな割合となって

います。 

今後は、公共施設の老朽化による大規模改修や改築などの経費が増加し、町債の借入れ

増加が見込まれます。財政の健全性のためには、資産と債務を考慮した財政運営を行って

いく必要があります。 
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（１）一般会計等行政コスト計算書(平成 30年 4月 1日～平成 31年 3月 31日) 

（単位：円）

科目名

  経常費用 4,559,724,312

    業務費用 2,959,636,538

      人件費 584,287,051

        職員給与費 477,454,035

        賞与等引当金繰入額 46,965,693

        退職手当引当金繰入額 -15,346,000

        その他 75,213,323

      物件費等 2,349,888,405

        物件費 899,453,320

        維持補修費 147,385,899

        減価償却費 1,290,922,532

        その他 12,126,654

      その他の業務費用 25,461,082

        支払利息 18,564,301

        徴収不能引当金繰入額 -8,166

        その他 6,904,947

    移転費用 1,600,087,774

      補助金等 991,089,039

      社会保障給付 267,618,953

      他会計への繰出金 335,824,713

      その他 5,555,069

  経常収益 138,916,449

    使用料及び手数料 75,338,928

    その他 63,577,521

純経常行政コスト 4,420,807,863

  臨時損失 17,470,726

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 17,470,726

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 36,071,339

    資産売却益 36,071,339

    その他 -

純行政コスト 4,402,207,250

金額

 
 

 

一般会計等行政コスト計算書（P/L） 2 
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■行政コスト計算書の説明 

①人件費：5億 8,429万円 

職員に対する給料や議員報酬、賞与引当金繰入、退職手当引当金繰入などの合計額です。 

 

②物件費等：23億 4,989万円 

消耗品費、燃料費、維持補修費、減価償却費などの合計額です。 

 

③ その他の業務費用：2,546万円 

町債の利子償還金などの合計額です。 

 

④ 移転費用:16億 9万円 

負担金や補助金、扶助費、他会計への繰出金などの合計額です。 

 

⑤ 経常収益：1億 3,892万円 

使用料及び手数料などの合計額です。 

 

⑥ 臨時損失：1,747万円 

資産除却などの合計額です。 

 

⑦ 臨時利益：3,607万円 

資産売却などの合計額です。 

 

⑧ 純行政コスト：44億 221万円 

経常費用と臨時損失の合計と計上収益と臨時利益の差引額です。 

 

 

（２）一般会計等行政コスト計算書から分かること 

平成 30 年度の経常費用の合計額は 45 億 5,972 万円で、行政サービス利用に対する対価

として住民のみなさんが負担する使用料や手数料などの経常収益の合計額は 1 億 3,892 万

円となっています。 

この額にそれぞれ臨時損失、臨時利益を加えた合計の収支である純行政コスト▲44 億

221万円は、町税や地方交付税などの財源で賄っています。 

また、純行政コストを住民 1人当たりに換算すると、▲153万円になります。 

経常費用において最もウェイトが高いのは、移転費用で 35.1％を占めます。主なものは

各種団体に対する補助金、負担金など（21.7％）、特別会計などに対する他会計への繰出金

（7.4％）、児童手当や医療費の助成などの社会保障関係経費（5.9％）となっています。 

その他は、職員給与や議員報酬などの人件費（12.8％）、消耗品費や燃料費などの物件費



 

 14 

（19.7％）、施設などの維持補修費（3.2％）となっています。 

 今後は、定年退職となる職員数の減少に伴い退職手当引当金繰入が減少することにより

人件費が減少、建物の老朽化による修繕料や少子高齢化に伴う社会保障費の増加が見込ま

れます。 

 

 

（１）一般会計等純資産変動計算書(平成 30年 4月 1日～平成 31年 3月 31日) 

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 20,586,520,627 26,471,802,343 -5,885,281,716

  純行政コスト（△） -4,402,207,250 -4,402,207,250

  財源 3,529,880,419 3,529,880,419

    税収等 2,939,633,475 2,939,633,475

    国県等補助金 590,246,944 590,246,944

  本年度差額 -872,326,831 -872,326,831

  固定資産等の変動（内部変動） -892,423,806 892,423,806

    有形固定資産等の増加 610,318,674 -610,318,674

    有形固定資産等の減少 -1,314,950,916 1,314,950,916

    貸付金・基金等の増加 127,943,317 -127,943,317

    貸付金・基金等の減少 -315,734,881 315,734,881

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 14,532,831 14,532,831

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -857,794,000 -877,890,975 20,096,975

本年度末純資産残高 19,728,726,627 25,593,911,368 -5,865,184,741  

 

■純資産変動計算書の説明 

①純行政コスト：▲44億 221万円 

行政コスト計算書で計算された純行政コストに支出（または支出が確定）した金額です。 

 

②財源：35億 2,988万円 

町税、地方交付税、国庫支出金、道支出金などの合計です。 

 

③固定資産等の変動 

有形固定資産、貸付金・基金などの増減額です。 

 

④無償所管換等：1,453万円 

無償所管換等は、無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額などの金額です。 
 

一般会計等純資産変動計算書（NW）      3 
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（２）一般会計等純資産変動計算書から分かること 

 平成 30 年度末の純資産は 197 億 2,873 万円で、住民 1 人当たりに換算して 687 万円と  

なっています。 

固定資産等の変動が減額となっていることから、住民サービスのための資産が減少して

いることがわかります。今後の減価償却費、維持補修費などの行政コストの増加や、将来

の施設や設備の更新なども考慮した行政運営の在り方を検討していく必要があります。 

 

 

（１）一般会計等資金収支計算書(平成 30年 4月 1日～平成 31 年 3月 31日) 

（単位：円）

科目名

【業務活動収支】

  業務支出 3,282,297,026

    業務費用支出 1,682,114,585

      人件費支出 597,182,066

      物件費等支出 1,065,964,799

      支払利息支出 18,564,301

      その他の支出 403,419

    移転費用支出 1,600,182,441

      補助金等支出 991,089,039

      社会保障給付支出 267,618,953

      他会計への繰出支出 335,824,713

      その他の支出 5,649,736

  業務収入 3,328,538,240

    税収等収入 2,940,040,254

    国県等補助金収入 249,892,944

    使用料及び手数料収入 76,018,122

    その他の収入 62,586,920

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 46,241,214

【投資活動収支】

  投資活動支出 819,895,371

    公共施設等整備費支出 610,318,674

    基金積立金支出 113,743,697

    投資及び出資金支出 743,000

    貸付金支出 95,090,000

    その他の支出 -

金額

 

一般会計等資金収支計算書（C/F）      4 
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  投資活動収入 782,360,739

    国県等補助金収入 340,354,000

    基金取崩収入 307,000,000

    貸付金元金回収収入 91,190,000

    資産売却収入 43,816,739

    その他の収入 -

投資活動収支 -37,534,632

【財務活動収支】

  財務活動支出 502,655,198

    地方債償還支出 495,238,736

    その他の支出 7,416,462

  財務活動収入 483,425,000

    地方債発行収入 483,425,000

    その他の収入 -

財務活動収支 -19,230,198

本年度資金収支額 -10,523,616

前年度末資金残高 163,199,455

本年度末資金残高 152,675,839

前年度末歳計外現金残高 13,054,238

本年度歳計外現金増減額 -532,985

本年度末歳計外現金残高 12,521,253

本年度末現金預金残高 165,197,092  

 

■資金収支計算書の説明 

①業務活動収支：4,624万円 

町の行政の経常的活動に伴い毎年度継続的に収入、支出される収支額です。 

 

②投資活動収支：▲3,753万円 

土地、建物、道路などの社会資本形成や、基金、貸付金などの収支額です。 

 

③財務活動収支：▲1,923万円 

町債や一時借入金利子などの収支額です。 

 

④基礎的財政収支（プライマリーバランス）：1億 7,191万円 

業務活動収支と投資活動収支、前年度末資金残高の合計になります。数値がプラスであ

れば、現在の行政サービスにかかる費用が将来の世代に先送りすることなく、現在の税

収などで賄われていることを示し、マイナスであれば、町債などの借入れをしなければ

費用が賄えないことになります。 
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（２）一般会計等資金収支計算書から分かること 

行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入・支出される業務活動収支では、4,624

万円の余剰が生じ、資産形成や基金の積立金、繰入金などの収支である投資活動収支は  

3,753万円の不足となったため、前年度末資金残高を加えた基礎的財政収支は、1億 7,191

万円となっています。業務活動収支がプラスであることから比較的堅調な行政運営を行っ

ているといえます。また、投資的活動収支がマイナスとなっていますが、これは固定資産

の取得や基金の積立などを積極的に行っているためです。 

また、財務活動収支が▲1,923 万円とマイナスであることは、地方債残高の減少を示し

ており、将来世代への負担先送り額が減少していることになります。 

住民 1 人当たりに換算すると、業務活動収支が 1.6 万円の余剰、投資活動収支が 1.3 万

円の不足、財務活動収支は 0.7 万円の不足、本年度末現金預金残高は 5.7 万円となってい

ます。 
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（１）全体会計貸借対照表(平成 31年 3月 31日現在) 

（単位：円）

科目名

【資産の部】

  固定資産 30,466,576,709

    有形固定資産 28,075,180,152

      事業用資産 10,344,879,711

        土地 1,031,411,927

        立木竹 999,494,541

        建物 20,759,996,123

        建物減価償却累計額 -12,809,018,937

        工作物 1,511,657,006

        工作物減価償却累計額 -1,149,524,949

        船舶 -

        船舶減価償却累計額 -

        浮標等 -

        浮標等減価償却累計額 -

        航空機 -

        航空機減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 864,000

      インフラ資産 17,503,306,278

        土地 216,835,525

        建物 2,136,053,336

        建物減価償却累計額 -1,018,302,027

        工作物 44,730,212,407

        工作物減価償却累計額 -28,561,492,963

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 748,944,775

      物品減価償却累計額 -521,950,612

    無形固定資産 855,362

      ソフトウェア 855,362

      その他 -

    投資その他の資産 2,390,541,195

      投資及び出資金 116,890,000

        有価証券 1,080,000

金額

 

全体会計 貸借対照表(B/S)      1 

平成３０年度 置戸町全体会計 

 
Ⅲ 
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        出資金 115,810,000

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 17,821,936

      長期貸付金 8,390,000

      基金 2,128,052,664

        減債基金 953,503,557

        その他 1,174,549,107

      その他 119,641,543

      徴収不能引当金 -254,948

  流動資産 1,779,434,430

    現金預金 182,389,969

    未収金 3,353,520

    短期貸付金 1,960,000

    基金 1,588,315,707

      財政調整基金 1,288,315,707

      減債基金 300,000,000

    棚卸資産 3,415,234

    その他 -

    徴収不能引当金 -

資産合計 32,246,011,139

【負債の部】

  固定負債 8,446,038,530

    地方債 7,775,107,530

    長期未払金 -

    退職手当引当金 670,931,000

    損失補償等引当金 -

    その他 -

  流動負債 755,742,251

    １年内償還予定地方債 693,778,273

    未払金 242,333

    未払費用 -

    前受金 -

    前受収益 -

    賞与等引当金 49,200,392

    預り金 12,521,253

    その他 -

負債合計 9,201,780,781

【純資産の部】

  固定資産等形成分 32,056,852,416

  余剰分（不足分） -9,012,622,058

純資産合計 23,044,230,358

負債及び純資産合計 32,246,011,139  
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■平成30年度 置戸町全体会計貸借対照表の概略 

 

借方（かりかた） 貸方（かしかた） 

資産 322億円（1,123万円) 

（100％） 

負債 92億(320万円) 

（将来負担 29％） 

純資産 230億円(802万円) 

（これまでの世代負担 71％） 

※( )内は、住民 1人当たりの金額 

 (人口：平成 31年 3月 31日現在住民基本台帳人口 2,872人) 

 

（２）全体会計貸借対照表から分かること 

 置戸町ではこれまでに 322 億 4,601 万円の資産を形成してきました。一般会計等の資産

257 億 6,400 万円のほか、簡易水道事業及び下水道事業のインフラ資産などが主なもので

す。 

資産のうち、純資産である 230 億 4,423 万円（71％）については、過去の世代や国・道

の負担で既に支払いが済んでおり、負債である 92億 178万円（29％）については、将来の

世代が負担していくことになります。 

また、これらを住民 1 人当たりに換算すると、資産が 1,123 万円、負債が 320 万円、純

資産が 802万円になります。 

今後は、事業用資産やインフラ資産の老朽化による大規模改修や改築などの経費が増加

し、町債の借入れ増加が見込まれます。財政の健全性のためには、資産と債務を考慮した

財政運営を行っていく必要があります。 
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（１）全体会計行政コスト計算書(平成 30年 4月 1日～平成 31年 3月 31日) 

（単位：円）

科目名

  経常費用 5,462,792,805

    業務費用 3,359,433,029

      人件費 598,722,294

        職員給与費 500,981,679

        賞与等引当金繰入額 49,200,392

        退職手当引当金繰入額 -27,589,000

        その他 76,129,223

      物件費等 2,688,179,526

        物件費 1,019,291,339

        維持補修費 153,722,602

        減価償却費 1,502,934,351

        その他 12,231,234

      その他の業務費用 72,531,209

        支払利息 52,305,455

        徴収不能引当金繰入額 -4,273

        その他 20,230,027

    移転費用 2,103,359,776

      補助金等 1,827,004,476

      社会保障給付 269,415,731

      他会計への繰出金 -

      その他 6,939,569

  経常収益 250,574,031

    使用料及び手数料 176,941,980

    その他 73,632,051

純経常行政コスト 5,212,218,774

  臨時損失 17,470,726

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 17,470,726

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 36,071,339

    資産売却益 36,071,339

    その他 -

純行政コスト 5,193,618,161

金額

 
 

全体会計行政コスト計算書（P/L）      2 
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（2）全体会計行政コスト計算書から分かること 

平成 30 年度の経常費用は 54 億 6,279 万円で、行政サービス利用に対する対価として住

民のみなさんが負担する使用料や手数料などの経常収益は 2億 5,057万円となっています。 

経常費用と臨時損失の合計から経常収益と臨時利益の合計を引いた純行政コストの▲51

億 9,362万円は、町税や地方交付税などの財源で賄っています。 

また、これらを住民 1人当たりに換算すると、経常費用が 190万円、経常収益が 9万円、

純行政コストが▲181万円になります。 

経常費用において最もウェイトが高いのは、移転費用で 38.5％を占めます。主なものは

各種団体に対する補助金、負担金など（33.4％）、児童手当や医療費の助成などの社会保障

関係経費（4.9％）となっています。 

その他は、職員給与や議員報酬などの人件費（11.0％）、消耗品費や燃料費などの物件費

（18.7％）、建物などの維持補修費（2.8％）となっています。 

 今後は、定年退職となる職員数の減少に伴い退職手当引当金繰入が減少することにより

人件費が減少、建物の老朽化による修繕料や少子高齢化に伴う社会保障費の増加が見込ま

れます。 

 

 

（１）全体会計純資産変動計算書(平成 30年 4月 1日～平成 31年 3月 31日) 

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 23,889,807,151 32,917,153,994 -9,027,346,843

  純行政コスト（△） -5,193,618,161 -5,193,618,161

  財源 4,333,508,537 4,333,508,537

    税収等 3,216,553,560 3,216,553,560

    国県等補助金 1,116,954,977 1,116,954,977

  本年度差額 -860,109,624 -860,109,624

  固定資産等の変動（内部変動） -874,834,409 874,834,409

    有形固定資産等の増加 833,290,074 -833,290,074

    有形固定資産等の減少 -1,526,962,735 1,526,962,735

    貸付金・基金等の増加 154,317,195 -154,317,195

    貸付金・基金等の減少 -335,478,943 335,478,943

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 14,532,831 14,532,831

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -845,576,793 -860,301,578 14,724,785

本年度末純資産残高 23,044,230,358 32,056,852,416 -9,012,622,058  

全体会計純資産変動計算書（NW）      3 
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（2）全体会計純資産変動計算書から分かること 

平成 30年度においては、純資産が 230億 4,423万円、住民 1人当たりに換算すると、802

万円となっています。 

固定資産等の変動が増額となっていることから、住民サービスのための資産形成が増加

していることがわかります。今後の減価償却費や、維持補修費などの行政コストの増加や、

将来の施設や設備の更新なども考慮した行政運営の在り方を検討していく必要があります。 

 

 

（１）全体会計資金収支計算書(平成 30年 4月 1日～平成 31年 3月 31日) 

（単位：円）

科目名

【業務活動収支】

  業務支出 3,985,451,085

    業務費用支出 1,881,996,642

      人件費支出 623,718,587

      物件費等支出 1,192,743,958

      支払利息支出 52,305,455

      その他の支出 13,228,642

    移転費用支出 2,103,454,443

      補助金等支出 1,827,004,476

      社会保障給付支出 269,415,731

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 7,034,236

  業務収入 4,201,834,675

    税収等収入 3,217,689,133

    国県等補助金収入 734,224,977

    使用料及び手数料収入 177,279,115

    その他の収入 72,641,450

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 216,383,590

金額

 

全体会計資金収支計算書（C/F）      4 
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【投資活動収支】

  投資活動支出 1,058,541,511

    公共施設等整備費支出 833,290,074

    基金積立金支出 129,418,437

    投資及び出資金支出 743,000

    貸付金支出 95,090,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 833,524,039

    国県等補助金収入 382,730,000

    基金取崩収入 315,787,300

    貸付金元金回収収入 91,190,000

    資産売却収入 43,816,739

    その他の収入 -

投資活動収支 -225,017,472

【財務活動収支】

  財務活動支出 634,872,580

    地方債償還支出 627,456,118

    その他の支出 7,416,462

  財務活動収入 631,025,000

    地方債発行収入 631,025,000

    その他の収入 -

財務活動収支 -3,847,580

本年度資金収支額 -12,481,462

前年度末資金残高 182,350,178

本年度末資金残高 169,868,716

前年度末歳計外現金残高 13,054,238

本年度歳計外現金増減額 -532,985

本年度末歳計外現金残高 12,521,253

本年度末現金預金残高 182,389,969  

 

（２）全体会計資金収支計算書から分かること 

 行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入・支出される業務活動収支では、2億 1,638

万円の余剰が生じ、資産形成や基金の積立金、繰入金などの収支である投資活動収支は  

2 億 2,502 万円の不足となったため、前年度末資金残高 1 億 8,235 万円を加えた基礎的財

政収支は、1 億 7,371 万円となっています。業務活動収支がプラスであることから比較的

堅調な行政運営を行っているといえます。また、投資活動収支がマイナスとなっています

が、これは固定資産の取得や基金の積立などを積極的に行っているためです。 

また、財務活動収支が▲385 万円とマイナスであることは、地方債残高の減少を示して
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おり、将来世代への負担先送り額が減少していることになります。 

住民 1 人当たりに換算すると、業務活動収支が 7.5 万円の余剰、投資活動収支が 7.8 万

円の不足、財務活動収支が 0.1 万円の不足、本年度末現金預金残高は 6.3 万円となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

総資産に占める純資産の割合を表し、民間企業で財務能力の判断のために最も重視され

る自己資本比率に相当するものです。 

純資産は過去の世代による負担の蓄積であり、負債は将来世代への負担の先送りとなり

ます。よって、純資産の割合が高ければ、将来世代への先送りが少ないことになります。 

【計算式】 

 

 

 

 一般に民間企業では、自己資本比率が 70％以上なら理想企業といわれており、置戸町は

財政状況の安定度が高いといえます。 

 

 

インフラ資産の価値をゼロと考えたときの純資産比率です。インフラ資産は道路や下水

道のように住民サービスの源泉となっていますが、経済的取引にはなじまない資産である

ことから、返済能力を厳密に検討するためには、その資産を除いて負債と比較しなければ

なりません。 

【計算式】 

 

 

 

 

 

 

 

 

純資産比率      1 

 純資産合計   一般会計等  ７７％ 

 総資産合計    全体会計   ７１％ 
＝ 

実質純資産比率      2 
 

純資産合計 － インフラ資産   一般会計等  ５８％ 

総資産合計 － インフラ資産   全体会計    ３８％ 
＝ 

主な指標による財務諸類の分析 

 
Ⅳ 
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住民１人当たりの資産、負債、純行政コストを表します。 

【計算式】 

 

 

 

 

 

 

 

 

純資産に対する負債の割合を表し、この比率が低いほど財政状況が健全であることを示

します。 

【計算式】 

 

 

 

 

 

 現在整備されている社会資本（土地、建物、道路など）を、地方債などの負債によって

どのくらい調達したのかを示す比率です。この比率は、低いほど将来世代への負担が残っ

ていないことを表し、財政状況が健全であるといえます。 

【計算式】 

 

 

 

 

 

 建物や工作物など耐用年数のある資産について、取得してからどの位経過しているか各

資産の老朽化の度合いを表した比率です。 

【計算式】 

 

 

 

住民一人当たりの資産、負債、純行政コスト      3 
 

                                                           (単位：万円) 

 資産 負債 純行政コスト 

一般会計等  897 210 153 

全体 1,123 320 180 

 

 

＝ 

資産・負債・純行政コスト 

年度末人口 

負債比率      4 

   負債合計    一般会計等   ３１％ 

純資産合計    全体会計     ４０％ 
＝ 

社会資本形成の世代間比率      5 

   地方債残高（赤字地方債を除く）など     一般会計等 １６％ 

事業用資産＋インフラ資産          全体会計   ２４％ 
＝ 

資産老朽化比率      6 

         減価償却累計額             一般会計等  ６８％ 

償却資産評価額＋減価償却累計額       全体会計   ６３％ 
＝ 


